
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[125,279円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力指数】
　大型事業所の集中している臨海工業地帯からの税収等により類似団体平均を上回る地方税収入があるため1.43と
なっている。今後も，定員管理・給与の適正化，歳出の徹底的な見直しを図るとともに，平成１８年度より取り組んでいる
税収対策を推進し，滞納額の圧縮に努め財政基盤の強化を図る。
【経常収支比率】
　地方税の増により類似団体平均・全国市町村平均を大幅に下回り，対前年度比でも９．６ポイント下回った。しかし，生
活保護費や児童措置といった福祉関係扶助費の増加が著しい状況であるため，行財政改革・集中改革プランへの取り
組みを通じ義務的経費の削減に努め，現在の水準を維持する。
【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】
　類似団体平均と比較し人件費は同程度であるが，物件費について上回っているため全体として類似団体平均を若干上
回っている。今後においても，定員管理の適正化，事務事業の見直しに努め経費の削減を図る。
【人口１人当たり地方債残高】
　類似団体平均・全国市町村平均を大幅に下回っている。今後は市総合計画における事業により財源確保としての発行
も必要となるが，新規起債額と償還額とのバランスを考慮するとともに，市債残高の縮減に努める。

【実質公債費比率】
　当市は，自主財源に恵まれているため，９．４％と類似団体比較では最低水準となっている。今後においても，ある程度
起債の活用は必要となるが，極力起債での財源確保に頼らない財政運営を目指し，現在の比率を維持する。
【人口1,000人当たりの職員数】
　昨年度に引き続き類似団体平均を下回っているが，今後とも定員管理の適正化については，合理的な組織・機構への再
編，連携体制の強化，事務事業の行政サービスの向上，将来の職員構成のあり方をあらゆる方面から検討し，計画的に
進める。
【ラスパイレス指数】
　類似団体平均値を上回っているが，平成１８年度において人事院勧告に基づく給与構造の見直しを通じて給与水準を引
き下げるとともに，職務・職責に応じた給与構造への転換を図り，給与の適正化を図っている。今後，早期に人事評価制度
を構築し，勤務実績に応じた昇給制度の導入等に反映させていく。
　
　


